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1. はじめに

花粉症は，「花粉抗原による季節性アレルギー性鼻炎
であるが，アレルギー性結膜炎を高頻度に合併している」
と説明され，アレルギー性鼻炎は，「（前略）発作性反復
性のくしゃみ，（水様性）鼻漏，鼻閉を 3主徴とする．（中
略）アレルギー素因（アレルギーの既往歴，合併症，家
族歴）をしばしばもち（後略）」と定義される（鼻アレ
ルギー診療ガイドライン作成委員会，2013）．まとめると，
花粉症は，花粉によって起こる季節性のアレルギーで，
アレルギーの素因を持っている人は花粉症になる可能性
が高いと考えられている．花粉症の増加要因について，
花粉症環境保健マニュアルは，花粉飛散量の増加の他，

食生活の変化，感染症の減少，大気汚染，ストレス等を
挙げている（環境省，2014）．
わが国では，スギ花粉の削減を目的とした人工林の管

理が始まっている．2006 年，東京都は，既存のスギ人
工林を少花粉スギや他の樹種へ植え替える取組を開始し
た（東京都，2015）．林野庁は 2015 年度予算について，
森林所有者に対し，花粉発生源となっているスギ人工林
の伐採と花粉症対策苗木の植栽に補助金を支出すること
とした（林野庁，2015）．
花粉症にかかわるスギ人工林の管理が実施される背景

には，わが国におけるスギ花粉症の増加がある．2008年，
耳鼻咽喉科医とその家族を対象とした全国疫学調査によ
ると，スギという単一の花粉症の全国有病率（26.5%）は，
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スギ以外の花粉症の全国有病率（15.4%）を上回ってい
る（鼻アレルギー診療ガイドライン作成委員会，2013）．
スギ花粉症が増加している背景には，スギ花粉飛散量の
増加が影響していることが指摘されている（鼻アレル
ギー診療ガイドライン作成委員会，2013）．戦後の拡大
造林期に大量かつ一斉に植栽されてできたスギ人工林が
花粉を大量に飛散させる時期に達している（横山，
2002）．花粉飛散量を減少させるためには，拡大造林期
に植栽されたスギ人工林の管理が必要である．
既存のスギ人工林を少花粉スギや他の樹種へ植え替え

ることに対する人々の意識に関する研究は，二つの方向
性がある．幅広い世代を対象とした研究として，淀川上・
下流住民に対する意識調査（伊藤，1999）がある．特定
の世代を対象とした研究として，東京都と埼玉県の中学
生とその保護者に対する意識調査（安村・山本，2001）
がある．人工林の植え替えは，調査対象者の多くに支持
されているものの，植え替えの早急な実施は，林業経営
面や治山面，および費用面等から最善の策であるとは言
い難いというのが二つの研究に共通した見方である．
こうした見方があるが，花粉症にかかわる人工林の管

理は実際に始まっている．花粉症にかかわる人工林の管
理について人々の意識を解明することは，今後の人工林
管理のあり方を考える上での基礎資料になると考えられ
る．本研究は，森林に興味を持っている大学生を対象と
して，花粉症にかかわるスギ人工林の管理に対する意識
を検討することとした．この研究目的を達成するため，
以下の三点の課題を検討する．
森林に興味を持っている大学生を対象とした花粉症対

策に関する意識調査はこれまで行われていない．本研究
の対象は，森林に興味を持っていると考えられる，しか
も大学生という特定の世代を対象とした少人数の調査で
はあるが，調査対象者が森林に興味を持っている場合，
花粉症にかかわるスギ人工林の管理に対してどのような
意識を持つのかについて予備的な考察を行うことができ
ると考えられる．
本研究は，スギだけでなく，全ての花粉症を対象とし

ている．なお，本研究の成果の一部は，第 64 回応用森
林学会で報告した（河瀬，2013）．
第一に，花粉症の有無による意識の差を検討する．安

村・山本（2001）は，「花粉症の人ほど「人工林を減ら
してほしい」」と回答する傾向があったと指摘している．
回答者の花粉症の有無が人工林の管理に対する意識に影
響していると考えられる．森林に興味を持っている大学
生については，花粉症の有無による意識の差は解明され
ていないことから，本研究は，調査対象者を花粉症の有
無により層別し，スギ人工林の管理に対する意識の差を

検討する．
第二に，花粉発生源の種類の観点から，人工林の管理

に対する意識の特性を解明する．わが国では，花粉の削
減のために，既存のスギ人工林を少花粉スギや他の樹種
へ植え替える取組が始まっているが，花粉の削減に関す
る取組は，海外でも行われてきた．スギではないが，空
き地等に繁茂する雑草であるブタクサの花粉の削減に向
けた取組が，米国や（Cohart・Kandle，1959），カナダ
において実施された（根本，1999）．南欧では，観賞目
的や生垣，防風林として Cupressus属の植栽が増加する
につれ，花粉症も増加傾向にあるとして，一部の研究者
からは，植栽木の刈込を推奨する報告がある（Charpin

ら，2005）．本研究では，花粉発生源の種類は，国際的
に見ると，木材生産林，生垣・防風林，雑草という少な
くとも三種類があると考える（表 1）．わが国のスギ花
粉症は，花粉発生源が木材生産林である．林業経営と花
粉削減の取組のバランスについて，調査対象者がどのよ
うな意識を持っているのかを明らかにするため，本研究
は，雑草および生垣・防風林を比較対象として，木材生
産林における花粉対策に関する大学生の意識を検討し，
花粉発生源の種類の観点から，花粉症にかかわるスギ人
工林の管理に対する意識の特性を解明するための第一歩
としたい．
第三に，スギ人工林の管理以外の花粉症対策に関する

意識を検討する．既存のスギ人工林の少花粉スギや他の
樹種への植え替えは，長期的な対策である．スギ人工林
の管理の他に，より短期的な花粉症対策として，医療面
等の種々の対策が考えられる．森林・林業政策の分野で
は，スギ人工林の管理以外の花粉症対策に検討を加えて
いる研究はない．本研究は，花粉症対策の全体像を把握
するために，スギ人工林の管理以外の花粉症対策に関す
る意識についても検討する．
本論文の構成は，以下の通りである．2. で調査方法を

示し，3. で，回答者の属性と花粉症歴，森林および花粉
発生源に人手を加えることの是非，社会が重視すべき花
粉症対策についての意識に関する結果を述べる．さらに，
関連研究を示しながら，花粉症対策に関する大学生の意
識について考察を行う．

表 1　花粉発生源の種類
Table 1. Types of Pollen Producer

花粉発生源の種類 事例
木材生産林 日本のスギ
生垣・防風林 南欧の Cupressus属
雑草 北米のブタクサ
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表 2　配布・回収数
Table 2. Response rate

 （人，%）
6月 21 日 6 月 27 日 合計
人数 百分率 人数 百分率 人数 百分率

男性 11 52.4 12 63.2 23 57.5
女性 10 47.6 7 36.8 17 42.5
合計 21 100.0 19 100.0 40 100.0

表 3　質問と選択肢
Table 3. Questions and answers

番号 質問文 分類
問 1 あなたの年齢を教えて下さい． 属性
問 2 あなたの性別を教えて下さい．
問 3 あなたは花粉症にかかっていますか． 花粉症歴
問 4 あなたの花粉症の症状の程度を教えて下さい．
問 5 病院で花粉症の治療を受けたり，薬をもらったことはありますか．
問 6 あなたの花粉症を起こす植物の名前が分かる場合は，分かるだけ全て書いてください．
問 7 「森や林，森林を美しく維持するためには，人手を加えなければならない」という意見と，「森

林を美しく維持するためには，人間の手を加えるべきではない」という意見と，どちらが正
しいと思いますか．

森林

問 8 こんな話があります．ある地方で，木材を生産するために広く林を育てていますが，その林
から花粉が大量に飛ぶ時期になると，花粉症の症状が出る人もいます．その林が出す花粉の
量を減らすために，木材生産林に手を加えるべきだと思いますか．

花粉
発生源

問 9 では，花粉を出しているのが，木材生産林ではなく，街中に広く植えられている生垣や防風
林だった場合はどうですか．

問 10 では，花粉を出しているのが，空き地や道端にたくさん生えている雑草だった場合はどうで
すか．

問 11 花粉症を和らげるために，社会は何を重視すべきだと思いますか（いくつでも）． 対策
選択肢

問 1 （　　　　）歳
問 2 男性／女性
問 3 はい／いいえ
問 4 重い／軽い
問 5 ある／ない
問 6 自由記述
問 7 人間の手を加えなければならない／人間の手を加えるべきではない
問 8 木材生産林に手を加える／今のままでよい
問 9 生垣や防風林に手を加える／今のままでよい
問 10 雑草に手を加える／今のままでよい
問 11 車や工場などによる大気汚染を減らす／花粉を出す植物を管理し，花粉の発生を抑制する／

医療を向上，充実させる／花粉症について社会の理解を深める活動を充実させる／建物の空
調設備を充実させるなどして，人間の生活環境を整備する／テレビやインターネットで花粉
量を予報する／その他の取組／何もしなくてよい
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2. 調査の方法

京都市の大学生を対象に，アンケート調査を実施した．
2013 年 6 月 21 日，全学共通科目「森林学」の出席者 21
名（男性 11 名，女性 10 名），および，2013 年 6 月 27 日，
森林科学科 3回生対象講義「森林総合実習及び実習法」
の出席者 19 名（男性 12 名，女性 7名）に対し，講義中
にアンケート調査票を配布し，全数を回収した．2回の
調査で学生の重複はなかった．調査票の配布・回収数を
表 2に示す．合計 40 名から回答を得た． 

分析は，統計ソフト Rを使用した．二元表の分析は，
人数が少ないため，カイ二乗検定ではなく，フィッシャー
の正確確率検定を用いた．有意水準は 5%とした．
アンケートは 43 問あり，内訳は，性別・年齢等の属

性に関する項目が 8問，自然や森林一般に関する項目が
11 問，花粉症歴に関する項目が 7問，花粉症対策に関
する項目が 17 問である．本報告では，1. で述べた 3つ
の研究課題に関連する 11 問について検討する（表 3）．
表 3に示す通り，質問項目は，属性に関する項目（問 1，
問 2），回答者の花粉症歴に関する項目（問 3 ～問 6），
森林の管理の是非に関する項目（問 7），花粉発生源の
管理の是非に関する項目（問 8～問 10），花粉症対策に
関する項目（問 11）である．なお，実際の調査票にお
ける設問の順番は，問 2，問 1，問 7，問 11，問 3～問 6，
問 8～問 10 であるが，本報告では，考察に用いる順番
に合わせて番号を振り直している．問 3の花粉症の有無
について，花粉症でない場合，すなわち，「いいえ」を
選択した場合は，花粉症歴に関する問 4～問 6は回答不
要とした．問 7は，今永ら（1997）の質問をそのまま使
用した．調査の参考とするため，アンケート実施時に，
回答に要した時間を欄外に記入するよう口頭で指示し
た．

3. 結果と考察

3. 1. 属性と花粉症歴
結果の表の百分率は全て，小数第 2位を四捨五入した

値を示しているため，合計が 100%にならない場合があ
る．回答に要した時間を表 4に示す．40 名中 12 名は未
記入であった．未記入者が多い理由は，調査票に所要時
間を記入する欄がなく，口頭で指示したのみであったた
めと思われる．残り 28 名については，13 分かかった 1
名を除き 10 分以下の時間でアンケートの記入が終了し
た．設問数が 43 問と多いにもかかわらず，所要時間が
10 分程度であった理由は，条件に該当しない場合は回
答の必要のない設問や，2択の単純な設問が多かったた

めだと考えられる．
問 1 について，回答者の年齢分布を表 5 に示す．40

名中，18 歳 13 名，19 歳 5 名，20 歳 15 名，21 歳 5 名，
22 歳 2 名であった．20 歳と 18 歳で全回答者の半数以上
を占めている．
問 3について，回答者の花粉症の有無を表 6に示す．

ここで言う花粉症は，スギ以外の花粉も含んでいる．40
名中，花粉症にかかっていると回答した人（以下，表中
では「花粉症あり」と表記）は 18 名，かかっていない
と回答した人（以下，表中では「花粉症なし」と表記）
は 21 名，無回答が 1名であった．無回答 1名を除く 39
名を分母とすると，花粉症にかかっている人の割合は
46.2%となった．全国疫学調査（鼻アレルギー診療ガイ
ドライン作成委員会，2013）によると，花粉症全体の有
病率は，京都府で 35.6%であり，近畿地方の最多は奈良
県の 41.3%である．全国疫学調査と本研究では，調査対
象者の年齢や性別が異なるため単純に比較はできない
が，本研究の対象者における花粉症の人の割合は，著し
く多いというわけではないと言える．以下，花粉症の有
無別の結果は，無回答 1名を除く 39 名について示す．
問 2について，表 7に示す通り，回答者の性別は，男

性 23 名，女性 16 名であった．男女で花粉症の発症率に
差は見られなかった．一般に，花粉症は，10 ～ 20 歳代
で発症することが多く，男性より女性に多く見られる（鼻
アレルギー診療ガイドライン作成委員会，2013，p24，
表 8）．本研究は，少人数かつ大学生という限られた集
団を対象としたために発症率の性差が見えにくくなった
と考えられる．
花粉症の症状の程度（問 4）と花粉症の治療を受けた

り薬を貰ったりした経験の有無（問 5）をクロス集計し
たものが，表 8である．問 4について，花粉症の症状の
程度は，18 名中，症状の軽い人が 12 名，症状の重い人
が 6名であった．問 5について，花粉症の治療を受けた
り薬を貰ったりした経験の有無は，治療経験のある人が
10 名，治療経験のない人が 8 名であった．問 4 と問 5
をクロス集計し，フィッシャーの正確確率検定を行った
ところ，花粉症の症状の程度と治療経験の有無に関連は
見られなかった（表 8）．表 8 について，症状の重い人
より軽い人の方が多いが，治療経験の有無でいうと，症
状の軽い人でも半数近くに治療経験があった．
問 6は，回答者自身のかかっている花粉症の種類が分

かる場合，自由に列挙させた．表 9に示す通り，11 名
が回答し，そのうち9名がスギを，8名がヒノキを挙げた．
7名がスギとヒノキの両方の花粉症であった．草本も挙
げられており，ブタクサが 3名，カモガヤとイネがそれ
ぞれ 1名であった．ブタクサ，カモガヤ，イネを草本と
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してまとめると，スギまたはヒノキを挙げたが草本は挙
げなかった回答者は 7名，草本のみを挙げた回答者は 1
名であった．3名は，スギとヒノキの両方に加えて草本
を挙げた．草本に比べて，スギとヒノキの花粉症が多い
ことが分かる．近年の傾向として，西日本ではヒノキの
花粉飛散量の増加が指摘されている（環境省，2014）．
スギだけでなくヒノキについても花粉症対策が必要であ
ると言える．既存の人工林を少花粉のスギやヒノキに植
え替える場合，少花粉品種の苗木が必要である．花粉の

少ない品種として，スギは 137 種類，ヒノキは 55 種類
が挙げられている（林木育種センター，2015）．スギに
比べてヒノキは品種が少ないことが，ヒノキの人工林を
少花粉ヒノキに植え替える際の課題だと考えられる．

表 4　回答時間
Table 4. Time required to finish a questionnaire

 （分，人，%）
所要時間 人数 累積百分率
3 3 7.5 
5 7 25.0 
6 4 35.0 
7 5 47.5 
8 3 55.0 
9 3 62.5 
10 2 67.5 
13 1 70.0 
未記入 12 100.0 
合計 40 ―

表 5　年齢（問 1）
Table 5. Age（Q1）

 （歳，人，%）
年齢 人数 百分率
18 13 32.5
19 5 12.5
20 15 37.5
21 5 12.5
22 2 5.0
合計 40 100.0

表 6　花粉症の有無（問 3）
Table 6. Presence of pollen allergy（Q3）

 （人，%）
人数 百分率

花粉症あり 18 46.2
花粉症なし 21 53.8
合計 39 100.0

注）無回答 1名を除いた．

表 7　性別（問 2）
Table 7. Gender（Q2）

 （人，%）
花粉症あり 花粉症なし 合計

人数 百分率 人数 百分率 人数 百分率
男性 11 61.1 12 57.1 23 59.0
女性 7 38.9 9 42.9 16 41.0
合計 18 100.0 21 100.0 39 100.0

表 8　花粉症の症状の程度と治療経験（問 4，問 5）
Table 8. Severity of symptoms and treatment（Q4 and Q5）

 （人，%）
治療あり 治療なし 合計

人数 百分率 人数 百分率 人数 百分率
重い 5 50.0 1 12.5 6 33.3
軽い 5 50.0 7 87.5 12 66.7
合計 10 100.0 8 100.0 18 100.0
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3. 2. 森林および花粉発生源に人手を加えることの是非
問 7 の結果を表 10 に示す．問 7 は，今永ら（1997）
の質問をそのまま使用した．花粉症とは関係なく，森林
を美しく維持するために人手を加えることの是非につい
ての質問である．8割以上の人が，人手を加えなければ
ならないと回答した．フィッシャーの正確確率検定を
行ったところ，花粉症の有無で意見の差は見られなかっ
た．花粉症であるかどうかが，森林に対する意識に影響
しているわけではないと考えられる．本研究の対象者は，
全学向けの「森林学」の講義の受講者や森林科学科の学
生である．森林について興味のある若者であると考えら
れるため，森林を放置するのではなく管理することに意
義を見いだしている可能性があると考えられる．
表 11 に示す通り，問 8～問 10 は，木材生産林，生垣・

防風林，雑草から，花粉症の原因となる花粉が飛散して
いる場合を想定し，花粉発生源に手を加えることの是非
について質問した．問 8は，木材生産林に手を加えるこ
との是非に関する質問である．無回答の 1名を除く 38
名について分析した．木材生産林に手を加えるべきだと
回答した人の方が多かった．フィッシャーの正確確率検
定を行うと，花粉症でない人より花粉症の人の方が，木
材生産林に手を加えるべきだと回答していた．問 9は，
木材生産林ではなく，街中の生垣や防風林に手を加える
ことの是非に関する質問である．無回答の 2名を除く
37 名について分析した．生垣や防風林に手を加えるべ
きだと回答した人の方が多かった．フィッシャーの正確
確率検定を行ったところ，花粉症の有無で意見の差は見
られなかった．問 10 は，空き地や道端の雑草に手を加
えることの是非に関する質問である．無回答の 1名を除
く 38 名について分析した．雑草に手を加えるべきだと
回答した人の方が多かった．フィッシャーの正確確率検
定を行ったところ，花粉症の有無で意見の差は見られな
かった．
問 8 ～問 10 は，花粉発生源の種類は異なるものの，

花粉発生源に対して人手を加えることの是非を尋ねてい

る点で共通である．しかしながら，発生源が木材生産林
の場合のみ，花粉症の有無で意識の差が見られた．問 8
～問 10 の回答パターンを花粉症の有無別に分析した（表
14）．表 14 に示す通り，手を加えるべきだと思う花粉発
生源の種類の組合せを，問 8～問 10 の回答パターンと
した．例えば，問 8では「今のままでよい」，問 9では「手
を加える」，問 10 では無回答の場合，表 14 において「木
材，生垣，無回答」と表記した．「木材」と「生垣」は，
それぞれ木材生産林と生垣・防風林を省略したものであ
る．表 14 に示す通り，どの発生源にも手を加えるべき
だとする回答パターン「木材，生垣，雑草」が最も多く，
全体で 18 名（46.2%），花粉症の人では 11 名（61.1%），
花粉症でない人では 7名（33.3%）であった．その他の
回答パターンは，いずれも 5名以下であった．発生源の
種類によらず手を加えるべきだという意見は，他の回答
パターンに比べて明らかに多かった．花粉症でない人と
比べて，花粉症の人は，発生源の種類によらず手を加え
るべきだという意識が顕著であることが分かった．
回答者は，問 8の質問文中の「木材生産林」という語

から，わが国のスギやヒノキの人工林をイメージしたと
考えられる．花粉症でない人は，花粉の削減により受け
る利点がなく，花粉を削減するために木材生産林に手を
加えることによって，木材生産林の有用性が損なわれる
ことを危惧したのではないかと考える．一方で，花粉症
にかかっている人は，花粉発生源の種類に関係なく，花
粉の削減を望んでいた．木材生産林が有用であるからと
いう理由で，花粉の削減を行わなくてよいとは考えてい
ないと推測される．安村・山本（2001）は，中学生とそ
の保護者に対するアンケート調査で，「花粉症の人ほど
「人工林を減らしてほしい」」と回答する傾向があったと
指摘している．安村・山本（2001）と本研究は，異なる
質問ではあるが，花粉症でない人と比較して，花粉症に
かかっている人は，木材生産という有用性のある人工林
において花粉の削減に向けた取組を望む傾向があること
を指摘した点で共通している． 本研究は，少人数を対
象とした予備的な調査ではあるが，森林に興味のある大
学生について，花粉症にかかっている人は，花粉症でな
い人と比べて，木材生産林において花粉の削減に向けた
取組を実施することを厭わない傾向があることを示し
た．

3. 3. 重視すべき花粉症対策
問 11 は，社会が重視すべきだと思う花粉症対策につ

いて，選択肢の中からいくつでも選ばせた．花粉症対策
は，花粉発生源に対するもの，花粉症にかかっている人
に対するもの，社会全体に対するものの 3つに整理でき

表 9　花粉症の種類（問 6）
Table 9. Types of pollen allergy（Q6）

 （n=11，MT=22）（人，%）
人数 百分率

スギ 9 81.8
ヒノキ 8 72.7
ブタクサ 3 27.3
カモガヤ 1 9.0
イネ 1 9.0
回答人数，百分率 11 100.0
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る．花粉発生源に対するものは，わが国に多いスギやヒ
ノキの花粉症に関し，林政上重要なものである言える．
問 11 の選択肢のうち，その他の取組と何もしなくてよ
い以外の項目を整理すると，花粉発生源に対するものは，
花粉発生源の管理，花粉量の予報である．花粉症にかかっ
ている人に対するものは，医療の向上である．社会全体
に対するものは，大気汚染の減少，社会の理解の促進，
生活環境の整備である．特に重視されている対策につい

て検討するため，全体の過半数が選んでいる上位 3つの
対策について検討した．表 15 に示す通り，全体では，
医療の向上が最多で 21 名（53.8%），次いで，大気汚染
の減少と生活環境の整備が各 20 名（51.3%）であった．
花粉症の人のグループでは，生活環境の整備が最も多く
14 名（77.8%），医療の向上が 12 名（66.7%），花粉発生
源の管理が 11 名（61.1%）であった．花粉症でない人の
グループでは，大気汚染の減少が最も多く 12 名（57.1%），

表 10　森林に人手を加えることの是非（問 7）
Table 10. Forest management to keep forest beautiful（Q7）

 （人，%）
花粉症あり 花粉症なし 合計

人数 百分率 人数 百分率 人数 百分率
加えなければならない 16 88.9 18 85.7 34 87.2
加えるべきではない 2 11.1 3 14.3 5 12.8
合計 18 100.0 21 100.0 39 100.0

表 11　花粉を出す木材生産林に人手を加えることの是非（問 8）
Table 11. Management of timber-producing forests to reduce pollen（Q8）

 （人，%）
花粉症あり 花粉症なし 合計

人数 百分率 人数 百分率 人数 百分率
手を加える 15 83.3 9 45.0 24 61.5
今のままでよい 3 16.7 11 55.0 14 35.9
無回答 0 0 1 5.0 1 2.6
合計 18 100.0 21 100.0 39 100.0

表 12　花粉を出す生垣や防風林に人手を加えることの是非（問 9）
Table 12. Management of hedge and windbreak to reduce pollen（Q9）

 （人，%）
花粉症あり 花粉症なし 合計

人数 百分率 人数 百分率 人数 百分率
手を加える 13 72.2 13 61.9 26 66.7
今のままでよい 5 27.8 6 28.6 11 28.2
無回答 0 0 2 9.5 2 5.1
合計 18 100.0 21 100.0 39 100.0

表 13　花粉を出す雑草に人手を加えることの是非（問 10）
Table 13. Management of weeds to reduce pollen

 （人，%）
花粉症あり 花粉症なし 合計

人数 百分率 人数 百分率 人数 百分率
手を加える 15 83.3 16 76.2 31 79.5
今のままでよい 3 16.7 4 19.0 7 17.9
無回答 0 0 1 4.8 1 2.6
合計 18 100.0 21 100.0 39 100.0
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医療の向上が 9 名（42.9%），社会の理解の促進が 8 名
（38.1%）であった．花粉症の人のグループと花粉症でな
い人のグループを比較した．医療の向上は共通して選ば
れていた．医療面での対策は，花粉症の有無に関係なく
重要だと考えられていると言える．花粉症でない人のグ
ループでは，大気汚染の減少と花粉症に対する社会の理
解の促進が多く選ばれた．花粉症でない人は，花粉症の
原因は花粉だけではなく，大気汚染が影響していると考
えている可能性がある．花粉症に対する社会の理解の促
進というソフト面での対策が多く選ばれた理由は，本研
究では明確にできないが，回答者自身が花粉症でないこ
とから，まずは花粉症がどのようなものであるかという
情報を知り，情報を社会が共有することが重要だと考え
ている可能性がある．
花粉症の人のグループでは，生活環境の整備と花粉発

生源の管理が多く選ばれた．花粉症の人に花粉発生源の
管理が多く選ばれた傾向は，安村・山本（2001）が報告
した，花粉症の人が人工林の減少を望んでいるという傾
向や，本研究の問 8で示した，花粉症の人が木材生産林
での花粉の削減に賛成しているという傾向と一致するこ
とから，妥当であると言える．一方，生活環境の整備が
花粉症の人に多く選ばれた点は，本研究が新たに指摘し
た点である．建物の空調等，生活環境を整備することに
より，街中での花粉の再飛散を防ぐことができると考え
られる．生活環境の整備は，各家庭で個人的にというよ
りは，街全体での取組が必要である．本研究の問 11 の
選択肢に示した建物の空調整備の他，堀（2000）が検討
した，都市近郊に広葉樹主体のバッファーゾーンを確保

し，スギ人工林と人口密集地との距離を確保する取組や，
都市部の道路を非コンクリート化する取組（堀，2000）は，
生活環境の整備に関する取組に含むことができると考え
られる．わが国の花粉症対策は，医療面や花粉飛散量の
予報が中心であり，近年，人工林の管理が加えられたと
ころである．本研究では予備的な分析にとどまるが，花
粉症の人のグループの意識の分析から，今後は，生活環
境の整備に関する花粉症対策も充実させることが必要だ
と示唆される．

4. おわりに

花粉症は，花粉によって起こる季節性のアレルギーで
ある．花粉症の増加要因について，花粉飛散量の増加の
他，食生活の変化，大気汚染等が指摘されている．わが
国では，スギ花粉の削減を目的とした人工林の管理が始
まっている．森林に興味を持っている大学生について，
花粉症の有無で，花粉症対策に関する意識に差が認めら
れた．限られた世代に対する少人数の調査ではあるが，
今後の花粉症対策および人工林管理のあり方について，
以下の二点が示唆された．第一に，スギだけでなくヒノ
キの花粉症が多いことから，ヒノキの花粉症対策が必要
である．スギと比べてヒノキの花粉症対策品種は少ない
ことから，ヒノキの花粉症対策品種の開発が必要である．
第二に，花粉発生源の管理を希望する傾向が，花粉症の
人を中心に見られた．既存の人工林を花粉症対策品種等
に植え替えることは長期間を要する．より短期的な対策
として，花粉症の人から重視されていた医療面や生活環

表 14　問 8～問 10 の回答パターン
Table 14. Response pattern of Q8-Q10

 （人，%）
手を加えるべきだと思う
花粉発生源

花粉症あり 花粉症なし 合計

人数 百分率 人数 百分率 人数 百分率
木材，生垣，雑草 11 61.1 7 33.3 18 46.2
生垣，雑草 0 0 5 23.8 5 12.8
なし 1 5.6 3 14.3 4 10.3
木材，雑草 3 16.7 1 4.8 4 10.3
雑草 1 5.6 2 9.5 3 7.7
生垣 1 5.6 1 4.8 2 5.1
木材，生垣 1 5.6 0 0 1 2.6
木材 0 0 0 0 0 0
木材，問 9無回答，雑草 0 0 1 4.8 1 2.6
すべて無回答 0 0 1 4.8 1 2.6
合計 18 100.0 21 100.0 39 100.0
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境の整備に関連する花粉症対策の充実が必要である．本
研究は，花粉症の有無別に意識を比較したが，花粉症の
症状の程度によっても，花粉症に対する意識が異なる可
能性がある．花粉症の症状の程度別に意識を比較するこ
とは，本研究では人数が少ないために断念した．調査人
数を増やすことを今後の課題としたい．
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表 15　社会が重視すべき花粉症対策（問 11）
Table 15. Socially important measures to calm pollen allergy symptoms（Q11）

 （n=39，MT=103）（人，%）
花粉症あり 花粉症なし 合計

人数 百分率 人数 百分率 人数 百分率
大気汚染の減少 8 44.4 12 57.1 20 51.3
花粉発生源の管理 11 61.1 5 23.8 16 41.0
医療の向上 12 66.7 9 42.9 21 53.8
社会の理解の促進 6 33.3 8 38.1 14 35.9
生活環境の整備 14 77.8 6 28.6 20 51.3
花粉量の予報 6 33.3 4 19.0 10 25.6
その他の取組 0 0 1 4.8 1 2.6
何もしなくてよい 0 0 1 4.8 1 2.6
合計 18 100.0 21 100.0 39 100.0


